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中国における労働者持分会計の
可能性と展望
水野一郎
1 中国会計の最近の動向と問題の所在
1'企業会計制度と予算会計制度の新たな展開
中国の企業会計制度は， 1993年7月1Bより「企業財務通則」とそれに
基づく 10業種の「企業財務制度」，およぴ「企業会計準則」とそれに基づく
13業種の「会計制度」の実施によって一大変革を遂げ，旧来の社会主義計
画経済的な会計制度から資本主義の市場経済的な会計制度に大きく近づい
た。張佑オ財政部副部長によれば，これによって中国の会計制度の改革は
「試行と探索」およぴ「モデル転換」の二つの段階を終了し，中国社会主
義市場経済に適応した会計準則体系の整備という第 3段階に入ったのであ
る（張 [1997] 2頁）。「企業会計準則」は基本的な会計基準であるため，
その具体的な基準の制定が第3段階の重要な課題とされ， 1995年末頃には
約30の「具体会計準則」の意見聴取のための草案が公表され，各方面で審
議されてきた丸昨年の 5 月にそのうちの一つである「企業会計準則—関
連方関係及其交易的披露」が公布され，証券市場に上場している企業を対
象に施行された。「具体会計準則」としてはこれが第 1号であり，関連当事
1)中国の「具体会計準則」制定のプロセスと特徴については水野 [1996]46-48頁
参照。
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者およびその取引に関する開示として国際会計甚準第24号にほぼ対応する
ものであった。その後，「企業会計準則—現金流量表」 (1998年 3 月発布，
1998年 1 月 1 日施行）」，「企業会計準則—収入」 (1998年 6 月発布， 1999
年1月1日施行）」，「企業会計準則--f責務重組」 (1998年6月発布， 1999
年1月1日施行）」，「企業会計準月lj一建造合同」 (1998年6月発布， 1999
年1月1日施行）」，「企業会計準削ー 一寸及資」 (1998年6月発布， 1999年1
月1El施行）」などが続々と甚準化されてきている。
当初予定より「具体会計準則」の制定が遅れていたのは，税制や関連法
規，業種毎の「会計制度」との調整に手間取り，慎重になっていたためで
ある。また「具体会計準則」自体も①実施範囲が明確ではない，②準則間
の調整が不十分，③概念に厳密性が欠けたり不統一もあって問題がある，
④内容が中国の現実からすると進みすぎ，⑤準則項目にも問題がある，な
どの批判が出され，改善の余地も多いとの指摘もあった（閻達五・耽建新
[1997] 31頁）。そのため緊急かつ必要な基準は，「企業所得税会計処理の
暫定規定」 (1994年6月29日）や「連結財務諸表暫定規定」 (1995年2月9
日）のように暫定規定で機能させ，法律や制度との調整があまり必要でな
い「公認会計士独立監蛮準則」 (1996年1月1日より施行）を先に制定させ
てきたのである丸
さらに中国の会計制度にとって重要な予算会計制度も1997年から1998年
にかけて新しい会計基準が制定され，本格的な改革が進められている。す
なわち「事業単位財務規則」 (1997年1月1日施行），「事業単位会計準則（試
2)これについては陳建明 [1996] 1 -6頁，中国注冊会計師協会独立審計準則組
[1996]，謝 [1998]参照。国際化が急がれる中で中国の政策担当者は大変である。
M. C. Ren, D. Alexander and M. Kedslieは，次のように述べている。「中国の会
計人達は，困難な挑戦に直面している。彼らは，会計改革の技術的なやっかいな間
題以外にも，社会主義イデオロギーと変動する経済構造の不安定な状態における変
化に順応していかなければならない。このように西欧会計実務を導入する一方で，
彼らは，現在の社会主義イデオロギーに反しないように注意深くなければならない
のである。」 (Blake,John and Gao Simon ed. [1995], p.259) 
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行）」（1997年 5月発布， 1998年 1月1日試行），「事業単位会計制度」 (1997
年 7月発布， 1998年 1月1日施行），「財政総予算会計制度」 (1997年6月発
布， 1998年1月1日施行），「行政単位財務規則」 (1998年1月19日発布，施
行），「行政単位会計制度」などである。中国での予算会計とはわが国でい
う公会計のことであり，事業単位会計（学校や病院などの非営利事業会計），
行政単位会計（行政府に所属する裁判所などの会計），財政総予算会計（中
央政府や地方政府の政府会計）の三つを含んでいる3)。このうち財政総予算
会計は，マクロ会計に属し，複式簿記が採用されている。貸借対照表には
固定資産は計上されていない。事業単位会計と行政単位会計は，企業会計
と同様ミクロ会計に属し，複式簿記の採用は当然であり，貸借対照表には
固定資産が計上されている。こうした予算会計も国際的な影響を大きく受
けたものである。
2'社会主義市場経済に対応する会計理論と制度の模索
このように会計基準に対する国際的影響力が強まる一方で，社会主義市
場経済下の中国に即応した会計制度と理論の模索も始まっている。「企業財
務通則」を主管した財政部の工業交通司は1995年 1月に新しい10種類の企
業経済効益評価指標を公表したが，そのうち 2つの指標は企業の国家や社
会に対する貢献度をあらわす評価指標であった丸財政部会計司で準則の
制定に直接携わっている陳統圭氏らは，法律的差異，財産構造の差異，市
場化程度の差異，マクロ経済政策の差異，会計伝統の差異，経済管理水準
の差異，会計士の水準という 7つの視点から中国企業会計制度と国際会計
慣行とを冷静に比較分析している（余乗堅・陳統圭 [1995]）。また「試論：
3) 中国の予算会計については．とりあえずは新しい制度を解説している賀・劉・包
編著 [1998]が参考になり．ここに至る議論は財政部予算管理司編 [1997]や全国
予算会計研究会編 [1997]などが重要である。
4)これについては財政部工業交通司 [1995]18-20頁，『経済日報』 (1995年1月5
日），『人民日報J(1995年1月10H)，水野 [1995]43-44頁参照。
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中国的特色を持った社会主義会計理論（辞祖雲・襲光明 [1997]）」や「試
論：現代に合致する中国の特色ある持分会計理論」（衷宗舜 [1997]）とい
うような論文も出てきている。とくに財政部のi馬淑拝女史はあらためて社
会主義市場経済のために会計活動を強化することを訴えているし (i馬
[1998]），中国人民大学の著名な会計学者である閻達五教授は持続可能な
発展を会計の側面から支援するため，資源会計，環境会計，年金会計の重
要性を指摘している（閻達五・耽建新 [1998]）。
こうした動きの中で比較的最近公刊された興味深い著書が，徐国君『労
働者持分会計一人的資源会計の新モデル研究ー』（中国財政経済出版社1997
年）である5)。これは，社会主義市場経済という現代中国の経済体制や企業
会計制度の特色に注目し，労働者持分会計を提唱し，新たな人的資源会計
の展開をめざした著書である。その構成は次のようになっている。
第1章序論，第2章人的資源会計の基本問題，第3章人的資源会計環境，
第4章人的資源原価会計モデル分析，第5章人的資源価値会計モデル分析，
第6章労働者持分会計の基本理論と計算モデル，第 7章人的資源の計量，
第8章人的資源投資管理，第9章人的資源の価格と原価管理，第10章人的
資源の余剰価値分配の管理，付録1:人的資源会計準則（案），付録2：労
働者持分会計の設例，付録3：労働者持分会計の主要用語一覧。
本稿の目的は，こうした徐国君教授の提唱するこの労働者持分会計の内
容とその代替会計としての可能性を考察することである。ただ以下では，
労働者持分会計を取り上げるのに先立って，まずアメリカを中心に展開さ
れた人的資源会計の意義と内容を整理しておくことにしたい。というのは，
5)徐国君氏は， 1962年生まれで，この著書の刊行当時，青島大学会計学部副教授で
学部副主任でもあった。主要著書は『行動会計学』であり，その他主編や論文も多
数とのことである。はしがきによると同氏は， 1990年より半年間ずつ 2回H本に研
修で来たことがあり，その後人民大学の著名な会計学者である閻達五教授の下で研
鑽をつまれ，会計学博士の学位を授与されたようである。なお閻教授には『社会会
計j（中国財政経済出版社1989年）という編著もあり，この分野のパイオニア的な存
在である。これらについては水野 [1995]20-21頁参照。
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徐国君教授の労働者持分会計が人的資源会計の研究を基礎にして構想され
ただけではなく，そこで考案されてきた人的資源の評価に関する理論と技
術の理解が労働者持分会計においてもきわめて重要だからである。したが
ってこうした作業を踏まえたうえで徐国君教授が提唱する労働者持分会計
の核心となる諸概念を検討し，設例を踏まえながら，労働者持分会計の可
能性を探ってみたい。
I 人的資源会計の意義と内容6)
1'人的資源会計の意義と目的
人的資源会計 (humanresource accounting)は，人的資産会計 (human
asset accountig)とも呼ばれるが， 1960年代後半より主としてアメリカに
おいて生成，発展してきた会計理論であって，これにはつぎのような理論
的，社会経済的背景があった。理論的背景としては，経済学において教育
への支出を資本的支出とする人的資本理論を提唱したシュルツ（Schultz,
T.W.）やベソカー(Becker,G. S.）などの理論的活動やリッカート (Likert,
R.)などのミシガン大学研究グループを中心とする行動科学論の展開があ
り，社会経済的背景としては， 1960年代に入って専門的，技術的職種が増
大し，人材の獲得，養成に多くの費用がかかり，企業にとって人的資源に
関する情報が重要な意味をもつようになってきたことがある。
1973年に公表されたアメリカ会計学会 (A.A. A.）の人的資源会計委員
会報告（委員長 Hermanson,R. H．教授｝によれば，人的資源会計とは「人
的資源に関するデータを識別し，測定し，そしてこの情報を利害関係者に
伝達するプロセス」である。また，この人的資源会計の目的は，「企業の内
部，外部でおこなわれている財務的意思決定の質を改善すること」にある。
すなわち企業内部の意思決定について言えば，これまで人的資源に関して
6)拙稿 (1991)参照。
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は数量的にではなく主観的基準にもとづいて考慮されてきたにすぎないの
であるが，人的資源に関する数量，会計情報を利用することによって内部
的意思決定の改善が可能となる。とくに資本予算の設定には有効である。
企業外部の意思決定についても人的資源に関する数量，会計情報を利用す
ることによって改善される。たとえば当該営業年度中の人的資源の増減の
度合などを知ることによって，その年度の利益が人的資産の食いつぶしに
よるものかどうかを判断することが可能となるのである。
1974年に公表されたアメリカ会計学会の人的資源会計委員会報告（委員
長Bruns,Jr., W. J．教授）によれば，「人的資源会計は企業における人間
を管理するプロセスの一部分とみなすことがベター」であって，人的資源
会計の目標は，「単なる勘定記録をつけることではなくて企業，社会，そし
て経済的福祉に人間が貢献する方法を改善することである」としている。
すなわちこの1974年委員会報告は，従来の企業会計の枠を越えて，人的資
源会計を社会との関わりのなかでとらえていく方向を示したのである。ま
た，この委員会のメンバーの一人であるフラムホルツ (Flamholtz,E.)は，
「社会関連会計における人的資源会計の役割」と題する論文の中でつぎの
ように述べている。人的資源会計は，従業員と会社の目標の統合を促進す
ることによって企業の社会的責任の遂行を援助する。人的資源会計は，個
人の自己実現度 (self-actualization)が大きくなればなるほど企業に対す
る個人の経済価値も大きくなると仮定しているのである。
つまり人的資源会計は，企業の社会的責任のなかの従業員に対する側面
を対象として，従業員の自己実現をはかり，社会的には人的資本の浪費を
防ぎ，その価値を高めることに貢献するもので，社会関連会計の重要な領
域の一つなのである。
2'人的資源の測定方法
人的資源会計において人的資源の価値やその増減を測定することは，他
の企業会計領域以上に．最も基本的だが，また困難な課題であった。これ
中国における労働者持分会計の可能性と展望（水野） (911) 341 
まで種々の測定方法が提唱されてきているが，つぎに主要なものを紹介し
よう。
歴史的原価法（historicalcost method)とは，支出原価法 (outlaycost 
method) とも呼ばれるもので，物的•財務的資源の評価法つまり取得原価
主義をそのまま導入したものであり，人的資源の現在価値やその増減など
を人的資源の獲得，形成，開発に要した実際の支出額にもとづいて測定す
る方法である。この方法は支出原価が客観的に把握できる点ですぐれてい
るが，真の人的資源価値が原価とは相当異なるという欠点がある。
取替原価法 (replacementcost method) とは，測定時点における人的
資源の取り替えに要する支出額の見積によって人的資源を測定する方法で
ある。この方法は，人的資源の現状をあらわす情報の測定に重要な意義を
もっている。
せり価格法 (competitivebidding method)とは，機会原価法 (opportu-
nity cost method) とも呼ばれるもので，稀少な従業員については企業内
の人事市場においてせり価格が存在するとしてその当該せり値を人的資源
の評価とする方法である。この方法は，稀少な従業員というようにその適
用対象が非常に狭い範囲に限定されていることやせり方式を採用すること
による人権上の問題がある。
経済価値法 (economicvalue method) とは，企業が将来獲得する利益
に甚づいて企業の経済価値を見積り評価し，それに人的資源投資率（企業
の総資産への投資額中に占める人的資源への投資額の割合）をかけて人的
資源を測定する方法である。この方法は，将来の利益を現在時点に割引計
算するために，将来獲得する利益額とその持続期間の見積り，割引利率の
選択に困難な問題がある。
給与還元法 (capitalizationof salary mathod) とは，管理者や従業員
の退職時までの予想給与支払額を現在時点に割引計算して現在価値を求
め，その合計を人的資源価値とする方法である。この方法は，労働用役の
対価にもとづいて測定すること，および将来の給与支払額の見積りやその
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持続期間を平均勤続年数とすることにより，比較的実践しやすい点ですぐ
れている。
行動科学的変数法 (behavioralvariable method) とは， リッカートな
どのミシガン大学研究グループによって開発されたもので，企業の人的組
織の特性を社会心理学的測定法を用いて評価する方法である。この方法は，
企業組織の現状を原因変数，中間変数およぴ生産性や収益等の結果変数と
の相関関係を分析し，これらによって将来の組織の収益力を予測し，この
予測値を現在価値に割引し，人的資源価値を測定しようとするものである。
3'人的資源会計の一般モデル
つぎに人的資源会計の構造を簡潔にあらわすものとして人的資源会計に
関するモデルを提示しよう。ここでは人的資源会計論の発展に大きな影響
を与えたプラメット (Brummet,R. L)・フラムホルツ (Flamholtz,E. 
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図表 1 人的資源会計の一般的モデル
中国における労働者持分会計の可能性と展望（水野） (913) 343 
G.)・パイル (Pyle,W. C.)の「人的資源の測定ーアカウンタントに対す
る挑戦」と題する論文 (AccountingReview, April, 1968)のなかの人的
資源会計の一般的モデルを紹介する。
図表1よりあきらかなように，人的資源に関する支出は，ただちに費用
化されるものと将来の収益に貢献する部分（とくに人的資源の獲得と開発
に関する支出など）すなわち資産化されるものとに区分され，資産化され
たものはその後，償却などによって費用化されるのである。
4'人的資源会計の事例と問題点
人的資源会計は，その関心の高さにもかかわらず，これまで企業におい
て実際におこなわれてきた事例の報告は，きわめて少ない。アメリカ会計
学会の1974年委員会やフラムホルツの論文でもバリー社 (Barry,R. G.) 
や会計事務所のトーチ・ロス (ToucheRoss & Co.)カナダ事務所，中西
部の相互保険会社の 3つの例をあげているにすぎない。キャプラン (Ca-
plan, E. H.)などもその著書ではバリー社の他は会計事務所のレスター・
ウィット (LesterWitte & Co.)をあげているだけである。しかも年次報
告書を通して人的資源会計情報を企業外部に開示している企業は，ほとん
どなく，バリー社を除いては企業内部の計画と管理に部分的に役立てられ
ていただけである。
人的資源会計情報の開示例の少なさは，人的資源を資産として貨幣評価
することそしてそれを費用化することの難しさにその重要な原因がある。
さらに人的資源会計のより基本的な問題点は，イギリス会計基準委員会が
1975年に公表した「コーポレート・レポート」の中でも指摘されているよ
うに，従業員は雁用者によって「所有されている」ものではないにもかか
わらず，人的資源会計では事実上そのように取り扱うところに存在するよ
うに思われる。すなわち人的資源の資産化とその後の費用化を物的資源に
準じて一層精緻化していけばいくほど，人的資源会計の当初の人間尊重と
いう理念にそぐわなくなってくるのである。
344 (914) 第 43 巻第 4 号
こうした人的資源会計の問題点を打開する一つの方向として，「コーポレ
ート・レポート」で提案された雇用報告書 (EmploymentReport)による
従業員つまり人的資源の情報開示は，興味深いものである。「コーポレー
ト・レポート」によれば，雇用情報に関する全般的報告責任は貨幣価値に
よるよりもむしろ作業時間や従業員数に関連した雇用報告書の公表によっ
て果たされるとして，つぎのような情報を雇用報告書に含めて開示するこ
とを提言していた。すなわち主要なものとしては，①従業員数，②従業員
数の増減の理由，③従業員の年齢構成と性別，④従業員の職務，⑤従業員
の雇用センター別分布状況，⑥閉鎖，処分およぴ取得した主な工場と用地，
⑦フリンジ・ベネフィットを含む人件費，⑧職業訓練の費用と時間，⑨雇
用に関する主要な比率（例えば，従業員 1人当りの売上高や付加価値，利
益，平均貨金，設備投資額等），などである。そして同「レポート」は，こ
のような雇用報告書の公表は能率や生産性の判断に有用なだけではなく，
当該企業の労働力や人事，労使関係に関する重要な情報を提供することに
もなるだろうと述べている。
最後に人的資源会計の事例としてバリ一社を取り上げることにする。バ
リー社の人的資源会計は， 1966年11月に同社の経営陣とミシガン大学の当
時大学院生であったパイル (Pyle,W. C.）氏らによって「人的資源会計開
発共同チーム」が発足し，翌年同大学のプラメット（Brummet,R. L.), 
フラムホルツ (Flamholtz,E. G.)の両氏もこのチームに参加し，本格的に
研究が続けられた結果， 1968年より開始されることになったのである。同
社の人的資源会計の特徴は，人的資源の募集，採用，教育訓練，馴化など
のために実際に支出された原価でもって人的資源の評価額とするもので，
すなわち支出原価システムというところにその特徴があった。
また，同社の年次報告書における人的資源会計情報の開示については，
図表2のように，貸借対照表および損益計算書を人的資源会計によるもの
と伝統的会計によるものとを対比して提示しているところに特徴がある。
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図表2 バリー社の財務諸表
貸借対照表
1972 
資産 伝統的および
人的資源会計
流動資産合計 ＄16,408,620 有形固定資産：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：••::::：：：：：：：：:: 3,371,943 
営 業 権・・・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 1,288,454 
繰延資産・・・•.．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．.．．．．．．．．．． 183,152 
人的資源への正味投資額....................................... 1,779,950 
その他の資産・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 232,264 
負俵と株主持分
流動負債合計・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
固定負偵・・・・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
繰延報酬............................................................
人的資源コストに対する税控除に基づく所得税繰延額……
株主持分：
：式［ふ;::::::::::::::::::::::::::
留保利益：
$23,264,383 
3,218,204 
7,285,000 
116,533 
889,975 
1,818,780 
5,047,480 
財務的な•~-~::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::: 3'~~:·:~~ 人的資源 889,975
$23,264,383 
損益計算害
讐嵐；:;:  : : : : :::: : ::: :: :$ ;~: !:~:喜］
売上総利益............................. 13,494,564 
販売費・一般管理費・・・・・・・•.．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 10,190,773 
営業利益・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 3,303,791 
支払利息・・・........................... 549,225 
税サ I 前利益•.．...．.．..．．.．．.．．．...．．.．..．．...．．.．...．..．....．．...．．. 2,754,566 
人的資源投資額の正味増加額………………••…………• 218,686 
税サ I 前の修正利益•.．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．.．．．．．．．．．．．．．．．. 2,973,252 
戸斤 1界 禾JL・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 1,414,343 
純利益•.．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． $1.558,909 
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1972 
伝統的会計
のみ
$ 16,408,620 
3,371,943 
1,288,454 
183,152 
232,264 
$ 21, 484, 433 
3,218,204 
7,285,000 
116,533 
1,818,780 
5,047,480 
3,998,436 
$ 21, 484, 433 
$ 39, 162, 301 
25,667,737 
13,494,564 
10,190,773 
3,303,791 
549,225 
2,754,566 
2,754,566 
1,305,000 
$1,449,566 
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II 労働者持分会計の基本的概念
前章ではアメリカを中心にして1960年代後半から研究されてきた人的資
源会計の意義とその基本的内容を整理してきたが，これらについては以前
から中国においても関心が持たれていたものであり，論文も少なくない（水
野 [1995]参照）。本稿で取り上げる徐国君教授の著書もこうした研究を踏
まえられたものであった。すでに指摘したように人的資源会計の問題は，
測定問題以外に，従業員は雁用者の所有物ではないにもかかわらず，人的
資源の資産化とその後の費用化を物的資源に準じて一層精緻化していけば
いくほど，人的資源会計の当初の人間尊重という理念にそぐわなくなって
くるということがあった。この点．労働者持分という概念を組み込むこと
によって，従業員の主体性を確立させ，人的資源会計の新たな展開を示唆
する徐国君教授の労働者持分会計は興味深いものである。本章では彼が提
唱する労働者持分会計の基本的な内容と概念を考察していくのであるが，
その核心的なところは主として次の三つに集約できるだろう（徐国君
[1997] 123頁～143頁および201-210頁， 224-244頁）。
1'人的資産，人的資本，人的資産投資概念の確立
人的資産は企業が所有する，あるいはコントロールしている，将来企業
に経済的利益をもたらしてくれる人的資源自体だと考える。それには直接
あるいは間接に企業の現金あるいはその他の経済利益を増加させる潜在的
な力が含まれているのある。従来の人的資産の概念と違い，労働者持分会
計での人的資産は，企業の労働者になることを契機として，将来収益のな
かで人的資産によると見なされる部分の現在価値を価額計上の尺度にして
いる。人的資産の測定方法として経済価値法などが使われる。そのため性
質的に無形資産に類似しているが，その価値が使用することにより償却で
きないので，土地資源の性質にも近い。人的資産の測定は権威ある人的資
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産の評価機関により，各人の知恵と能力及びそれが組織の中に置ける役割
を考慮した，科学的な方法で統一的に評価されなければならない。このよ
うな価額決定方法に対し，まだ違和感があるかもしれないが，給与の格差
が受け入れられるならば，人間の能力による価値の違いも受け入れられる
のではないだろうか。プランドや特許技術などの知的所有権の価額計上が
受け入れられるならば，人間の技能が富を創造するため，それ自体にも価
値があることが理解できるだろう。
人的資本は人的資産に対応する概念で，企業に投入する労働力の所有権
が形成する資金の源であり，性質的には払い込み剰余金に近い。この概念
の確立は企業における労働者のしかるべき地位を認め，労働者は人的資源
の所有者であることを認めることを意味する。言い方を変えれは，ある人
がある企業に採用されたら，企業は物的資本の出資者と従業員個人の双方
を代表し，その人の組織加入を認めることになる。従来の意味での法定の
企業所有者が企業に投入するのは物的資本であるに対して，従業員あるい
は労働者がここで投入するのは技能があり，産出価値がある人的資本にな
る。ある人が企業に入ったら，その人は人的資源を人的資本として投資す
ることになるという考えが一般的に受け入れられるのは難しいかもしれな
い。しかし人的資源は経済価値を創造し，産出する基礎である。その意味
で，人間は非人的資本に対する基礎をなす資本とも言えよう。ここで一つ
の問題がある。つまりこれらの人的資本の所有者はだれなのかということ
である。資本主義の下で，労働力の所有権は法律と形式のうえでは労働者
所有になっているが，物的資本を持っていない労働者にとっては意味のな
いものである。物的資本の所有権が利息，地代，利益などの形式でその権
益を実現できる。しかし価値を創造する労働者は，自分の労働力の使用権
を譲渡し給与という形で権益をある程度実現できるが，その労働力の所有
権の権益は実現できずに，剰余価値という形で搾取されている。社会主義
と共産主義制度においてこそ労働力の所有権の全部の権益が完全に実現で
きる。現在社会主義市場経済が進行しているが，労働力の所有権は社会主
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義の本質をあらわすと同時に，市場経済の要求を反映しなければならない。
すなわち，労働力の所有者の合法的，合理的な権益を可能なかぎり保障す
ると同時に，物的資本所有者の相応分の権益を認めなければならない。現
代の市場経済の条件のもとで，労働力の所有権と使用権が切り離されるこ
とになる。そのため，我々は労働力の所有権を人的資本として確認しなけ
ればならないのである。
労働者持分会計を導入するには，なによりもまず人的資産とそれに対応
する人的資本が確定されなければならない。そのため会社は人事部門より
人的資源測定グループを組織し，そこには管理者，従業員以外に企業内外
の経験者や専門家を含めて検討する必要がある。条件が整えば，社会の専
門的な人的資源評価機構に依頼することも可能である。各従業員について
技術的，実際的，推断的方法をもってそれぞれの人的資源価値を算定する。
いずれにしろ労使双方の確認を経て最終的な評価額が決定され，その際次
のような仕訳がなされる。
（借）人的資産 XXX （貸）人的資本 XXX 
また新たに従業員が採用されれば，その人的資産が評価され，上記の仕
訳がなされる。もし従業員が退職し，それによる企業の人的資源の減少が
明らかな場合，次のように逆の仕訳がなされる。
（借）人的資本 XXX （貸）人的資産 XXX 
人的資産投資は，企業が経済的利益を獲得するために人的資源に資金を
投入する経済活動である。あえて人的資産投資と称するのは，人的資産に
投入された資金の資産化処理をした結果であり，その期末の残高は貸借対
照表の資産側に表示されるからである。人的資産投資の認識は，人的資源
の支出について単独に測定し，資産化することにある。人的資産の具体的
な包括範囲は，①人的資源の取得に関わる原価，②開発原価，③代替原価
及び④日常的人事管埋原価という 4つの項目に設定したい。これらの項目
は資産内部の変化形式であり，持分側の変化に影響しない。資産化された
人的資産投資は，費用収益対応原則により人的資産の有効期間内に割り当
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て，各期の損益計算に人的資産投資費用として計上される。
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例えば，従業員の採用に関連して人材センターから紹介を受け，人材紹
介の費用，就職前の指導費，新たな人事管理費用などを現金で支出した場
合，これらを人的資産への投資と理解し，次のような仕訳がなされる。
（借）人的資産投資 XXX （貸）現金 XXX 
そして人的資産投資の当期の費用が計算されると，次の仕訳となる。
（借）人的資産投資費用 XXX （貸）人的資産投資 XXX 
なお従業員が退職などで人的資産投資の未回収のものが発生する場合，次
の仕訳となる。
（借）人的資産投資損失 XXX （貸）人的資産投資 XXX 
以上，徐国君教授の人的資産，人的資本，人的資産投資の概念をみてき
たが，人的資産と人的資本を対応概念としていること，人的資産投資を人
的資産と区分し費用配分させることが特徴であり，この点を理解すること
が重要である。
2'労働者持分概念の確立
労働力の所有権と使用権が認められ，人的資産と人的資本の概念が確立
された後，労働者の相応の持分を考えてみる。労働者持分というのは，労
働者が人的資源の所有者として享受するしかるべき権益のことである。こ
れは二つの基本的な部分からなっている。一つは人的資本であり， もう一
つは新しく産出する価値のなかの労働者に属する部分である。後者には労
働者持分配当，労働者収益分配，労働者持分準備金などがある。
労働者持分の特徴は，次のいくつかの点にまとめられる。①労働者持分
は，企業に参加し生産経営者になることにより投入される人的資本及ぴ企
業に対する労働の貢献度を契機に認識される。②労働者持分は債権者持分
とも違う。前者が存在する理由は企業に労働者の労働が投入されることに
ある。その中に労働力の使用権の投入が含まれていると同時に，労働力の
所有権の投入も含まれているから，労働力の補償権と収益権を認めなけれ
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ばならない。後者は債権者が資本の使用権を譲渡することにより享受する
相応な権利で，貸付資本の補償権と収益権である。③労働者は企業の労働
カの所有者であるから，企業の資本の所有者のように，持分で有限な責任
を負わなければならない。企業が清算されるときには債権者についで資本
の所有者と一緒に残存する資産を享受する。④労働者持分という概念は付
加価値の概念を重視する。財務諸表の利用者は株主と債権者に限らず，企
業の労働者も含んでいる。
労働者持分概念の確立は，つぎのような理由に基づく。①労働者は労働
カの所有者であるから，当然に相応の持分を享受すべきである。企業の所
有者には二種類があると考える。一つは物的資本の所有者で，かれらは基
本的な労働条件を提供する；もう一つは労働力の所有者で，彼等により労
働の過程が完成される。②賃金，福利費などはあくまでも労働者が労働の
消耗を補償するのに必要な生活資料の価値（人的資産の補償価値のこと）
であり，労働者持分の一部分にすぎない。③現代の経済成長の理論と事実
からみれば，物的資本の働きを重視すると同時に，人的資本の価値により
注目しなければならない。シュルツの人的資本の理論などによれば，経済
成長に対する効果は物的資本よりも人的資本の方がはるかに大きい。④労
働者持分を認めることは，社会主義市場経済が資本主義市場経済に区別す
る本質的な特徴の一つである。社会主義の市場経済では，財産の所有者の
持分を配慮すると同時に，労働者の持分を念頭におき，その収益権を実現
させなければならない。⑤労働者持分を認めることは，労働者の積極性を
高めるのに有利である。また労使関係に良好である。⑥近年の従業員の権
益が侵害された現状からすると，労働者持分の概念を構築し， しかもそれ
を厳格に数値化することが目前の課題になっている。
3'会計等式と財務諸表の再構築
以上のように人的資産投資，人的資産，人的資本と労働者持分等の概念
が確立し，それらを会計の等式に導入すると次のように会計等式が再構築
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される。
物的資産十人的資産投資十人的資産＝負債十労働者持分＋所有者持分
等式の左右の三つの要索はそれぞれ個別的に対応するものではないこと
に注意したい。この中で終始同等を保つのは人的資産と労働者持分に含ま
れている人的資本だけである。これらを財務諸表に取り入れることになる
と具体的には，貸借対照表借方側に流動資産の次に人的資産投資，人的資
産が加えられる。同貸方側には負債と所有者持分の間に労働者持分が入り，
その中には人的資本，未払賃金給料，未払福利費，従業員教育基金，労働
保険基金，失業保険基金，学校経費基金，未払賞与，公益金，労働者持分
配当，労働者収益分配（別のところでは労働力収益分配とも書かれている
一筆者注），労働者持分準備金が含まれている。この労働者持分準備金は，
固定資産など贈与を受けた場合，持分割合に対応する労働者持分の準備金
である。
以上の諸概念を貸借対照表であらわせば次のような図表3になる。
図表3 人的資産会計の貸借対照表概念
資 産 1負債及び所有者持分（権益）
流動資産 負債：
人的資産投資
人的資産
長期投資
固定資産
無形資産及び繰延資産
その他の資産
労働者持分：
人的資本
未払賃金給料
未払福利費
従業員教育基金
労働保険基金
失業保険基金
学校経費基金
未払賞与
公益費
労働者持分配当
労働者収益配分
労働者持分準備金
所有者持分：
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また損益計算書では人的資産投資費用と人的資産投資損失の2項目以外
は，通常のものとは変わりがない。利益処分計算書では公益金の積み立て
の後に労働者持分配当と労働者収益分配が加えられている。労働者持分配
当は株主配当と同様，持分に対する配当であるが，労働者収益分配は社会
的平均的収益額を超過した収益に対して分配を受けるもので特別ポーナス
のようなものである。労働者持分配当や労働者収益分配は，次のように算
定される。例えば，期首の労働者持分250万元，所有者持分350万元，当期
に実現した利益165万元，社会的平均的資金収益率12%，とする。
（単位：万元）
当期の社会的乎均的収益額＝350Xl2%=42
社会的平均的収益額の単位持分＝42-:-(250 + 350) = 0. 07 
労働者持分配当＝250X 0.07= 17.5 
所有者持分配当＝350XO. 07 = 24. 5 
また社会的平均的収益額を超過した収益に対する分配割合を労使で労働
者側70%，所有者側30％と合意していれば，次のように計算される。
超過収益額＝165-42=123
労働者収益分配＝123XO.7=86.1 
所有者収益分配＝123X0.3=36. 9 
以上，徐国君教授の会計等式と財務諸表の概念をみてきたが，図表3の
労働者持分の中の未払賃金給料から未払賞与までは労働者持分ではなくて
負債に計上することが適切であるように思われる。というのはそれらが利
益処分ではなくて借方が費用処理されてきたものであるからである。また
社会的平均的収益額の計算方法には若干の混乱がみられる。付録2の設例
では実現した分配可能利益に社会的平均的資金収益率を乗じて社会的平均
的収益額を計算しているが，これは間違いだと思われる。労働者持分割合
の決定や実際に現金で配当や収益分配を実施するかどうかなど検討すべき
問題も残されている。
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IV 労働者持分会計の可能性と展望
1'「公益金」制度の意義
中国における労働者持分会計の可能性を探っていく場合， まず中国の経
済社会体制に深く影響を受けた法律や財務・会計制度の特徴を確認してお
く必要がある。現実の労働者の生活条件が必ずしも良くないとはいえ，社
会主義を理念とする中国の法制度上，労働者つまり従業員の経営参加とそ
の重要な役割，労働組合への援助が会社法の中で認められている”。企業財
務制度上も「企業財務通則」を受けて制定されている「工業企業財務制度」
(1993年 7月1日施行）では，労働保険や失業保険以外に労働組合経費と
して人件費総額の 2%，従業員教育経費として同総額の1.5％の計上が義務
づけられているし(49条），従業員複利厚生費も同総額の14％の計上が要求
されている (52条）。
さらに従業員の重視という社会主義の理念は，中国企業会計制度の「公
益金」制度に影響を与えている。従業員の福利厚生施設等に利用する「公
益金」の存在は，中国独特のものである。しかも利益分配の順序は，「企業
財務通則」第32条で規定されているのだが，投資者への分配の前にこの「公
益金」の積立てがきているのである 8)。さらに具体的に「会社法」第177条
7)会社法第15条では従業員の合法的権益の保護，労働保護の強化，安全生産を会社
に求め，第16条では労働組合の組織と援助を確認し，第45条，第55条，第56条，第
121条，第122条，第124条などでは従業員の経営参加を規定している。
8) そこでは「企業の利益は国家の規定に基づいて相応な調整をしてから，法律に基
づいて所得税を納付する。所得税を納付してからの利益は，国家が別途規定したも
のを除き，次の順序に従って処分する。①財貨の没収による損失，税法違反で支出
した滞納金およぴ罰金。②企業の以前の年度の欠損を補墳する。③法定準備金を積
み立てる。法定準備金は欠損を補填し，または国家の規定に基づいて資本金を増額
するときに使用する。④公益金を積み立てる。公益金は主として従業員の集団福利
施設のために支出する。⑤投資者に利益を処分する。企業の以前の年度の未処分利
益は，本年度と合算して投資者への処分とすることができる」と規定されている。
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では「会社が当年度の税引後利益を分配するときは，利益の10％を控除し
て会社の法定準備金とし，また利益の5％から10％を控除して会社の法定公
益金に入れなければならない。会社の法定準備金の累計額が会社登録資本
の50％以上の場合は，控除しなくてもよい」と明記され，法定公益金も第
180条で「会社が控除する法定公益金は，当該会社の従業員の集団福利に用
いる」と重ねて確認されている。すなわち従業員の集団福利のための基金
が，任意積立金ではなく法律によって強制された積立金として，投資者へ
の分配の前に利益処分されることになっているのである。また外国投資企
業会計制度では．「職員労働者奨励福利基金は企業の職員労働者の非経常的
な奨励または各種の集団福利に使用されなければならず．その中で形成さ
れた建物，設備などの資産は，企業の財産としてはならない」（外商投資企
業会計制度57条）と規定されている。
とくに最後の外国投資会計制度の規定もあって「公益金」とそれによる
資産は，一体誰に帰属するのかということで一時期混乱があったようであ
る。とくに企業の破産や清算時には大きな問題となってくる。そのため財
政部は，「工業企業会計制度の若干の問題に関する補充規定」 (1993年6月）
および安徽省財政局からの問い合わせに対する回答 (1994年5月）の中で
「公益金」が利益準備金の中に位置づけられ，株主の持分であることが明
確にされた9)。この「公益金」については従業員の利益を擁護する主旨は理
解しつつも不合理であり，会社法の規定の見直しを求める意見もある（江
運生 [1998]49頁）。このような会社法上の従業員重視と「公益金」の存在
に象徴される財務・会計制度上の特徴は，労働者持分会計の構想の契機に
なってきたであろうし，その制度的確立の可能性を展望する場合，今なお
重要な意義を持っていると考えられる。
9)財政部会計司編 [1994]6頁及び86頁，王明珠主編 [1996]16-17頁．王・蒋主
編 [1996]20頁など参照。
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2'付加価値指標への注目
中国における労働者持分会計の可能性を探っていく場合に，付加価値指
標に対する注目を見逃してはならないであろう。 1995年 1月に財政部工業
交通司が公表した新しい企業の経済効益評価指標は，興味深いものであっ
た。これは10項目の指標から構成されており，投資家，債権者．そして国
家あるいは社会からの 3つの観点から整理されたものである。とくに従来
の「企業財務通則」や各種の「企業財務制度」では国家や社会の観点から
の経営指標がなかったため．この評価指標は重要である。とくにそのうち
2つの項目が国家や社会の観点からの指標であり，社会貢献率と社会蓄積
率となっている。それは次の計算式で求められる。
社会貢献率 ＝ 企業社会貢献総額＋平均資産総額 X 100 
社会蓄積率 ＝ 国家財政への納付額＋企業社会貢献総額 X 100 
企業社会貢献総額は，企業が国家あるいは社会に対して創造または支出
した価値総額であり．賃金・給料・賞与．労働保険その他福利費．利息，
付加価値税，製品売上税，所得税．その他税金，純利益などを含むもので，
付加価値指標と理解することができるものである。また国家財政への納付
額は，付加価値税．製品売上税．所得税，その他税金で企業が国家に納付
した税額をあらわすものである。いずれにしろ中国政府が企業社会貢献総
額という一種の付加価値を用いて，企業の社会への貢献を評価し始めたこ
とは，画期的なことであろう。このような動きを背景として，邪海玲氏の
つぎのような意見も出てきている。すなわち「現在．付加価値計算書（増
値表）は，わが国会計界においてまだ広く知られていない概念である。多
くの企業管理者は．ただ経済効益のみに目を向けている。しかし実際には
社会主義の条件の下で企業の社会的責任に対する要求は，さらに高まって
くる。いかに社会的効益を企業の経営目標に取り入れさせればよいのであ
ろうか。筆者の私見によれば．その社会的責任をチェックする場合，付加
価値計算書，従業員就業報告書などを財務報告体系に導入することが可能
で望ましいものの一つではないかと思われる」というのである（邪海玲
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[1996] 28頁）。
3'熊楚熊「付加価値会計（増値会計）学」 (1996年4月）
付加価値に関連してみると，付加価値会計の単著（熊楚熊『付加価値会
計学』）が登場したことにも注目しておかなければならないであろう。徐国
君教授が指摘していたように労働者持分会計は付加価値概念を重視してい
るのである。
熊楚熊教授は， 20年来の農村や工場，行政機関，学校などでの勤務の経
験から，中国における社会経済的弊害として①労働者の生産への意欲が低
いこと，②資源の浪費と環境汚染が深刻なこと，を痛感してきたという。
そしてこれらの弊害を克服する突破口を利益を重点におく会計ではなく
て，付加価値を重点におき， ミクロ会計とマクロ会計を有機的に結合する
付加価値会計に求めようとしているのである。彼の構想する付加価値会計
は， ミクロとマクロ，財務会計と管理会計の会計理論と方法を含む壮大な
ものである。同書の章編成は次のようになっている。第 1章会計の重点の
変遷史，第 2章会計発展の趨勢研究，第3章ミクロ付加価値会計の特徴研
究，第 4章ミクロ付加価値財務会計，第 5章ミクロ付加価値管理会計，第
6章財務会計と管理会計の統合の可能性と必然性，第 7章マクロ会計の研
究範囲，第 8章マクロ付加価値財務会計，第 9章マクロ付加価値管理会計。
4'代替会計としての可能性
以上本稿では，最初に中国における会計研究の新しい動向つまり中国の
会計制度や基準に対する国際的な影響力が強まっていく一方で，社会主義
市場経済下の中国に対応した会計制度と理論の探求の動きも出てきている
ことを指摘してきた。こうした中で徐国君教授が提唱している労働者持分
会計は，人的資源会計の研究を基礎にしながら，社会主義市場経済体制を
進める中国の特色を反映させようとした意欲的な構想であった。測定問題
をはじめ検討すべき点も少なくないが，資本主義会計の持分概念を再考さ
中国における労働者持分会計の可能性と展望（水野） (927) 357 
せる契機となり，中国においてその代替会計の可能性を持つものだと思わ
れる。労働者持分会計を代替会計として展望していく場合，次のような理
論的作業が課題として残っている。①旧ユーゴスラビアやソ連では一時期，
付加価値会計に類似した会計が制度的に実施されていたが，その理論的総
括と研究。これらについては森教授の研究 (1992)が手がかりとなる。②
イギリスにおいて代替会計を探求してきた批判会計グループの諸研究。と
くにMcDonaldand Puxty (1979), Bailey, D (1990)そして高寺教授の研
究 (1988)が重要である。③持分との関わりでかつて公営企業や公益事業
の工事負担金や助成金問題で議論されてきた利用者持分や社会的持分など
の再整理。これには西川教授 (1978)，吉田教授 (1978)の研究が重要であ
るが，さらに企業体理論の再検討も必要であろう。
このほかに中国においては企業社会責任会計や環境会計などの社会関連
会計も派手ではないが着実に広がっているようである 10)。いずれも市場経
済の弊害と利益至上主義，拝金主義に警鐘を鳴らし，従業員と社会，自然
との調和を図ろうとするものである。「公益金」に象徴される社会主義の名
残のような中国独特の制度が，労働者持分会計や付加価値会計などの発展
の契機となり，環境会計などとも結びついて新しい中国会計が構築されて
いくことを期待したいものである。
10)中国の社会関連会計研究の動向については水野 [1995]参照。最近では孟凡利「環
境会計：函待開発的現代会計新領城」『会計研究』1997年第 1期において環境会計の
基本的背景から中国での必要性や原則について論じられている。また中国の湖北省
会計学会の『財会通訊』 (1997年第7期）では環境会計や社会責任会計の特集が企画
され，以下のような論文が掲載されている (3~19頁）。田昆儒「社会責任会計濶源
及構造初探」，王金叶「緑色会計初探」，呂志明「試析環境会計的建立」，劉長翠「試
論社会責任会計的幾個問題」，劉翠英「環境会計初探」，宋献中「論社会責任会計的
目標」，朱生球・曹艶「環境会計計量理論及其模式選択初探」，陳梅花「浅論会計如
何将環境問題納入財務報告」。なお劉明輝主編の『走向21世紀的現代会計』（東北財
経大学出版社1996年）という 3巻の著書ではすでに国際会計などに並んで社会会計，
社会責任会計，人的資源会計，環境会計がそれぞれが独立の章立てにされている。
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